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開催要綱 

令和８年６月 

１ 会議の趣旨 

地域包括ケアシステムの更なる進展が求められる中、薬局薬剤師が地域の医療機関

等と連携しながら、薬学的専門性を活かした対人業務を充実させ、医療の質を向上さ

せるためには、医療機関・薬局間の情報連携等の推進が必要である。 

医療機関・薬局間における情報の連携の仕組みについては、現状地域ごとで異なる

運用がなされ、紙・FAX等での連携が中心であり、医療現場で負担が生じている場合が

ある。電子処方箋を始め、全国医療情報プラットーフォームの構築が進み、施設間を

跨ぐ情報の共有の仕組みが構築・普及される中、これらの課題に対応するため、医療

機関・薬局間における情報の共有・標準化等の仕組みのあり方を整理する必要がある。 

このような医療機関・薬局間における情報の共有・標準化等に関する検討を行うた

め、医療機関・薬局間における情報の共有・標準化等に関する検討会（以下「本検討

会」という。）を開催する。 

 

２ 検討事項 

（１）医療機関・薬局間の情報連携における情報の電子的な共有の仕組みについて 

（２）医療機関・薬局間の情報連携における情報の標準化の仕組みについて 

（３）医療機関・薬局間の情報連携の仕組みの運用フローについて 

（４）その他の医療機関・薬局間において活用される情報等の課題について 

 

３ 構成 

（１）本検討会は、別紙の構成員により構成する。 

（２）本検討会は、必要に応じ、適当と認める有識者等を参考人として招致すること

ができる。 

（３）本検討会には座長を置く。 

４ 運営 

（１）本検討会は、厚生労働省医薬局長が構成員の参集を求めて開催する。 

（２）本検討会は、将来的なシステム開発等の機密性の保持に配慮する必要があるた

め、会議及び議事録は非公開で行う。 

（３）資料及び議事要旨については、後日ホームページにおいて公表する。なお、検討   

過程、検討結果については、別途厚生労働省が実施する検討会等において報告・

議論を行うこととする。 

（４）検討会の事務局は、厚生労働省政策統括官付医療情報連携担当参事官室、社会

保険診療報酬支払基金、国民健康保険中央会等の協力を得て、厚生労働省医薬



 

 

局総務課が行う。 

   （運営事務の一部については、民間会社への委託により行う。） 

（５）この要綱に定めるもののほか、本検討会の運営に必要な事項は、検討会で定め

る。  
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